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独立行政法人農林漁業信用基金 漁業災害補償関係勘定

貸借対照表

平成25年3月31日現在 （単位：円）

（資産の部）
Ⅰ 流動資産

現金及び預金 31,027,942
有価証券 2,220,000,000
前払費用 471,590
未収収益 20,339,647
短期貸付金 3,598,351,000
その他の流動資産 82,704

5,870,272,883
Ⅱ 固定資産
１ 有形固定資産

建物 1,012,555 
減価償却累計額 △ 491,193 521,362

車両運搬具 146,608 
減価償却累計額 △ 67,941 78,667

工具器具備品 1,822,476 
減価償却累計額 △ 912,709 909,767

        有形固定資産合計 1,509,796
２ 無形固定資産

ソフトウェア 199,239
電話加入権 39,000

        無形固定資産合計 238,239
３ 投資その他の資産

長期貸付金 200,000,000
敷金・保証金 817,320

      投資その他の資産合計 200,817,320
        固定資産合計 202,565,355

6,072,838,238

（負債の部）
Ⅰ 流動負債
  未払費用 581,313

引当金
賞与引当金 2,117,652

流動負債合計 2,698,965
Ⅱ 固定負債

引当金
退職給付引当金 90,197,486

固定負債合計 90,197,486

92,896,451

（純資産の部）
Ⅰ 資本金

政府出資金 2,860,000,000
地方公共団体出資金 1,437,700,000
民間出資金 1,523,200,000

資本金合計 5,820,900,000
Ⅱ 利益剰余金

前中期目標期間繰越積立金 112,927,723
積立金 46,114,064
当期未処分利益 0
（うち当期総利益） (0)

利益剰余金合計 159,041,787

5,979,941,787

6,072,838,238

金 額

純資産合計

負債純資産合計

科 目

資産合計

負債合計

        流動資産合計
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独立行政法人農林漁業信用基金 漁業災害補償関係勘定

損益計算書

自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日 （単位：円）

経常費用

一般管理費  

役員報酬 4,872,367

職員給与 19,857,278

法定福利費 3,218,377

業務管理費 315,975

事務諸費 8,316,641

賞与引当金繰入 2,117,652

      退職給付引当金繰入 10,582,073

減価償却費 594,533

      一般管理費合計 49,874,896

経常費用合計 49,874,896

経常収益

事業収入

貸付事業収入

貸付金利息  35,071,793

財務収益

受取利息 44,963

有価証券利息 877,218

財務収益合計 922,181

雑益 60

経常収益合計 35,994,034

経常損失 13,880,862

臨時損失

  固定資産除却損 70,468

臨時損失合計 70,468

当期純損失 13,951,330

前中期目標期間繰越積立金取崩額 13,951,330

当期総利益 0

科 目 金 額
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独立行政法人農林漁業信用基金 漁業災害補償関係勘定

キャッシュ・フロー計算書

自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日 （単位：円）

Ⅰ

41,187,384

6,550,259,000

63,730

△ 4,663,182,000

人件費支出 △ 27,231,411

△ 13,437,385

1,887,659,318

902,458

1,888,561,776

Ⅱ

有価証券の取得による支出 △ 15,270,000,000

有価証券の償還による収入 13,390,000,000

有形固定資産の取得による支出 △ 71,340

無形固定資産の取得による支出 △ 203,787

△ 1,880,275,127

Ⅲ 8,286,649

Ⅳ 22,741,293

資金増加額

資金期首残高

業務活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フロー

その他の業務支出

小計

利息の受取額

科 目 金 額

業務活動によるキャッシュ・フロー

貸付金利息収入

貸付金の回収による収入

その他の業務収入

貸付による支出

Ⅳ 22,741,293

Ⅴ 31,027,942

資金期首残高

資金期末残高
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独立行政法人農林漁業信用基金 漁業災害補償関係勘定

利益の処分に関する書類

（単位：円）

Ⅰ 当期未処分利益 0 

当期総利益 0 

Ⅱ 積立金振替額 112,927,723 

前中期目標期間繰越積立金 112,927,723 

Ⅲ 利益処分額 112,927,723 

積立金 112,927,723 

科 目 金 額
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独立行政法人農林漁業信用基金 漁業災害補償関係勘定

行政サービス実施コスト計算書

自 平成24年4月1日 至 平成25年3月31日 （単位：円）

 Ⅰ 業務費用

    (1) 損益計算書上の費用

一般管理費

役員報酬 4,872,367 

職員給与 19,857,278 

法定福利費 3,218,377 

業務管理費 315,975 

事務諸費 8,316,641 

賞与引当金繰入 2,117,652 

退職給付引当金繰入 10,582,073 

減価償却費 594,533 49,874,896 

臨時損失

固定資産除却損 70,468 

    (2) （控除）自己収入等

事業収入

貸付事業収入

科 目 金 額

貸付事業収入

貸付金利息 △ 35,071,793 

財務収益

受取利息 △ 44,963 

有価証券利息 △ 877,218 △ 922,181 

雑益 △ 60 

  業務費用合計 13,951,330 

 Ⅱ 引当外退職給付増加見積額 185,723 

 Ⅲ 機会費用

 政府出資等の機会費用 24,067,120 24,067,120 

 Ⅳ 行政サービス実施コスト 38,204,173 

（注） 国民一人当たりの行政サービス実施コスト 0.3 円

※平成22年国勢調査の確定人口 128,057,352人（平成23年10月27日官報告示）を用いて算出
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重要な会計方針

１．減価償却の会計処理方法

(1) 有形固定資産

定額法を採用しております。

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建 物 15年

車両運搬具 ６年

工具器具備品 ５年 ～ 15年

(2) 無形固定資産

定額法を採用しております。

なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に

基づいております。

２．引当金の計上基準

(1) 賞与引当金

役職員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額に基づき当期に負担すべ

き額を計上しております。

(2) 退職給付引当金

役職員の退職給付に備えるため、当該事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき計上しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生年度における職員の平均残存勤務期間内の一定

年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理す

ることとしております。

なお、当基金は職員数３００人未満につき、退職給付債務のうち、退職一時金に係る債

務については、自己都合退職による期末要支給額によっております。

３．行政サービス実施コスト計算書における機会費用の計上方法

政府出資又は地方公共団体出資等の機会費用の計算に使用した利率

１０年利付国債の平成２５年３月末利回りを参考に０．５６０％で計算しております。

４．リース取引の処理方法

リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっております。

リース料総額が３００万円未満のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によっております。

５．消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税込方式によっております。
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注記事項

１．キャッシュ・フロー計算書関係

(1) キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

手許現金及び要求払預金

(2) 資金の期末残高と貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

現金及び預金 ………………… 31,027,942円

資金 …………………………… 31,027,942円

２．行政サービス実施コスト計算書関係

引当外退職給付増加見積額の計上方法

国からの出向職員に対しては、当期在職期間における退職手当の増加額を計上しており

ます。

３．採用している退職給付制度の概要

確定給付型の制度として、役員については役員退職手当支給規程、職員については職員退

職手当支給規程による退職一時金制度を、また、役員及び職員に対して厚生年金基金制度を

設けております。

(1) 退職給付債務

退職給付債務

役員の退職一時金（簡便法） 1,280,059円

職員の退職一時金（簡便法） 43,476,343円

厚生年金基金（原則法） 88,785,545円

退職給付債務 計 133,541,947円

未認識数理計算上の差異 △ 9,070,798円

年金資産（厚生年金基金） △ 34,273,663円

退職給付引当金 90,197,486円

(2) 退職給付費用

勤務費用

役員の退職一時金（簡便法） 378,354円

職員の退職一時金（簡便法） 2,769,553円

厚生年金基金 2,824,581円

勤務費用 計 5,972,488円

利息費用 811,000円

期待運用収益 △ 614,800円

未認識数理計算上の差異（費用）の処理額 5,044,044円

従業員拠出額 △ 630,659円

合計 10,582,073円

-7-



(3) 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項（厚生年金基金のみ対象）

ア 退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準

イ 割引率 １．０％

ウ 期待運用収益率 ２．０％

エ 未認識数理計算上の差異の処理年数 発生の翌事業年度から定額法により処理（５年）

４．減損損失

(1) 減損を認識した固定資産の種類、帳簿価額等の概要

種 類 1回線当たり帳簿価額 回 線 数 帳簿価額

電話加入権 13,000円 3回線 39,000円

(2) 減損の認識に至った経緯

市場価格が下落している状況にあるため。

(3) 損益計算書における計上金額

帳簿価額が回収可能サービス価額を上回らないため、減損額は計上しません。

(4) 回収可能サービス価額の概要

ＮＴＴ東日本の公定価格37,800円（１回線当たり）を再調達価額とした使用価値相当額

が正味売却価額（6千円）を上回るため、使用価値相当額（113千円）を回収可能サービス

価額としました。

５．金融商品関係

(1) 金融商品の状況に関する事項

① 金融商品に対する取組方針

漁業災害補償関係勘定は、漁業者が被る不慮の災害による損失に対し、漁業共済団体が

支払う共済金等に必要な資金の貸付を行っております。この業務を実施するため、政府及

び政府以外の者からの出資の受入れ、必要に応じて金融機関からの借入により資金を調達

しております。

当勘定が保有する有価証券は、独立行政法人通則法第47条の規定等に基づき、譲渡性預

金で運用し、株式等は保有しておりません。

② 金融商品の内容及びそのリスク

当勘定が保有する金融資産は、主として貸付金や有価証券であります。

貸付金は、公的団体に対する貸付金であること等から、契約不履行によってもたらされ

る信用リスクは僅少であります。有価証券は、譲渡性預金であり、満期保有目的で保有し

ております。これは、発行体の信用リスクや金利の変動リスクに晒されております。

③ 金融商品に係るリスク管理体制

ア 信用リスクの管理

当基金は、毎事業年度末日において保有する資産について、資産査定を実施しており

ます。当基金の資産査定実施要領に従い、担当部署において資産査定の案を作成し、監

理室においてこれを検証し、資産査定の案及び検証結果を踏まえて、理事長が決定する

こととしております。

貸付金については、資産査定において貸付先の財務状況等により返済能力を判断して
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おります。

有価証券の発行体の信用リスクに関しては、資産査定の他に、余裕金運用管理要領に

従い、格付けの把握を定期的に行い、関係者に報告するとともに、定期的に余裕金運用

委員会を開催し、審議・報告を行っております。

イ 市場リスクの管理

貸付金の利率については、主務大臣より認可された業務方法書等により定められた方

法により利率を決定しております。

有価証券の運用利回りや含み損益の状況については、余裕金運用管理要領に従い、定

期的に関係者に報告するとともに、著しい下落があった場合には余裕金運用委員会で対

応措置を検討しております。

(2) 金融商品の時価等に関する事項

期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表には含めておりま

せん（（注２）参照）。

（単位：百万円）

貸借対照表 時価（＊） 差額（＊）

計上額（＊）

(1) 現金及び預金 31 31 －

(2) 有価証券

譲渡性預金 2,220 2,220 －

(3) 短期貸付金 3,598

貸倒引当金 －

3,598 3,598 －

（＊）単位未満を切り捨てて記載しております。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券等に関する事項

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳

簿価額によっております。

(2) 有価証券

有価証券は譲渡性預金であり、これについては短期間（１年以内）で決済されるた

め、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。

(3) 短期貸付金

短期貸付金については短期間（１年以内）で決済されるため、時価は帳簿価額にほ

ぼ等しいことから、当該帳簿価額によっております。
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（注２）時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品

長期貸付金（貸借対照表計上額200百万円）については、「独立行政法人農林漁業信

用基金の農業災害補償関係業務及び漁業災害補償関係業務に関する業務方法書（農林

水産省指令15経営第3385号認可）」附則第２条において、償還期限の定めがなく貸し

付けることが規定されていることから、将来キャッシュ・フローを見積もることがで

きず、時価を算定することが極めて困難と認められるため、上表には含めておりませ

ん。

重要な債務負担行為

該当する事項はありません。

重要な後発事象

該当する事項はありません。

-10-



独立行政法人農林漁業信用基金 漁業災害補償関係勘定

附属明細書

１．固定資産の取得及び処分並びに減価償却費の明細

（単位：円）
減価償却累計額

（注）投資その他の資産以外については、自己収入による財源で取得しております。

２．有価証券の明細

  流動資産として計上された有価証券
（単位：円）

３．長期貸付金の明細

（単位：円）

その他の長期貸付金

146,608      

-         -          

67,941     

-          -        -            

60,146   
車 両 運 搬 具

1,012,555    

-         -         146,608      

資産の種類 期首残高

（ 償 却 費 損 益 内 ） 工 具 器 具 備 品 2,712,225    

非 償 却 資 産
計 -            

該 当 な し -            

22,035   

-        

有 形 固 定 資 産

建 物 1,012,555    
有 形 固 定 資 産

-         -         -            

-         

当期増加額 当期減少額 期末残高
差 引 当 期 末

-         -         1,012,555    521,362      

78,667       

912,709    380,621  909,767      

67,941     

摘 要
当期償却額 残 高

491,193    60,146   
車 両 運 搬 具 146,608      -         -         146,608      

71,340    961,089   1,822,476    

-            -            

71,340    961,089   2,981,639    1,471,843  

-        

462,802  1,509,796    

有 形 固 定 資 産 該 当 な し -            -         -         -          

計 3,871,388    

（ 償 却 費 損 益 外 ）

建 物 1,012,555    -         -         

計 -            -         -         -            -            

-            -            

-          -        

合 計 工 具 器 具 備 品 2,712,225    71,340    961,089   1,822,476    

78,667       

491,193    

912,709    380,621  909,767      

521,362      

22,035   

4,548      131,731  199,239      

電 話 加 入 権 39,000       -         -         39,000       -        39,000       -          

計 3,871,388    71,340    961,089   2,981,639    1,471,843  462,802  1,509,796    

無 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ ェ ア 693,733      203,787   693,733   203,787      

計 732,733      203,787   131,731  238,239      

投 資 有 価 証 券 -            -         -         -            

242,787      4,548      693,733   

長 期 貸 付 金 200,000,000  -         -         200,000,000  -

- 817,320      

摘 要

- - -            

200,000,000  -

敷 金 ・ 保 証 金 817,320      -         -         817,320      -

銘 柄 取得価額 時 価 貸借対照表計上額

投 資 そ の 他 の 資 産

計 200,817,320  -         -         

-                 -                

200,817,320  - - 200,817,320  

当期損益に含まれた

評 価 損 益

譲渡性預金 2,220,000,000    2,220,000,000      2,220,000,000     

売 買 目 的

有 価 証 券 該当なし -                -                  

券面総額 貸借対照表計上額 摘 要

目 的 債 券

計 -                -                  -                 -                

種類及び銘柄 取得価額

計 2,220,000,000    2,220,000,000      2,220,000,000     -                

-                

貸 借 対 照 表

計 上 額 合 計

当期減少額
摘    要

回収額 償却額
区 分 期首残高 当期増加額

-                    -                該当なし

期末残高

関係会社長期貸付金 -                  -                 -                

当期費用に含まれた

評 価 差 額満 期 保 有

2,220,000,000     

その他の長期貸付金

特別貸付金 -   -    -   

４．引当金の明細

（単位：円）

賞与引当金 -   

５．貸付金等に対する貸倒引当金の明細

（単位：円）

短期貸付金
一般債権
貸倒懸念債権
破産更生債権

長期貸付金
一般債権
貸倒懸念債権
破産更生債権

６．退職給付引当金の明細

（単位：円）
区 分

退職給付債務合計

退職一時金に係る債務

厚生年金基金に係る債務

整理資源負担金に係る債務

恩給負担金に係る債務

年金資産

退職給付引当金

計

200,000,000          200,000,000      

摘    要
目的使用 その他

区 分 期首残高 当期増加額
当期減少額

期末残高

計

2,530,102            2,117,652        2,530,102          2,117,652        

200,000,000          -                -                  -                 200,000,000      

2,530,102            2,117,652        2,530,102          -                 2,117,652        

区 分
貸付金等の残高 貸倒引当金の残高

摘   要
期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高

5,485,428,000        △1,887,077,000   3,598,351,000     -                  -               -               
5,485,428,000        △1,887,077,000   3,598,351,000     -                  -               -               

-                    -                 -                 -                  -               -               
-                    -                 -                 -                  -               -               

200,000,000          -                 200,000,000       -                  -               -               
200,000,000          -                 200,000,000       -                  -               -               

-                    -                 -                 -                  -               -               
-                    -                 -                 -                  -               -               

5,685,428,000        △1,887,077,000   3,798,351,000     -                  -               -               

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

129,947,690       8,327,895         4,733,638          133,541,947     
41,678,451        3,147,907         69,956             44,756,402      
88,269,239        5,179,988         4,663,682          88,785,545      

-                 -                 -                  -               
-                 -                 -                  -               

未認識過去勤務債務及び未認識数理計算上の差異 △18,116,514      9,045,716         -                  △9,070,798     
△30,732,256      △6,791,538       △3,250,131        △34,273,663    
81,098,920        10,582,073        1,483,507          90,197,486      

計
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７．資本金及び資本剰余金の明細

（単位：円）
区 分

計

８．積立金の明細

（単位：円）
区 分

前中期目標期間繰越積立金

９．目的積立金の取崩しの明細

10．役員及び職員の給与の明細

（単位：千円、人）

報酬又は給与 退 職 手 当

(-) (-)
9 1     
(2) (-)
21 -     
(2) (-)
30 1

(注)１．単位未満を切り捨てて記載しております。

  ２．支給額については、漁業災害補償関係勘定の負担額を計上しております。

  ３．役員に対する支給の基準は、独立行政法人農林漁業信用基金役員給与規程及び役員退職手当支給規程により定めております。

    また、 職員に対する支給の基準は、独立行政法人農林漁業信用基金職員給与規程及び職員退職手当支給規程に定めております。

  ４．報酬又は給与の支給人員は、12ヶ月間の平均人数を記載しております。

  ５．（ ）内は非常勤の職員を外数で記載し、支給人員は、12ヶ月間の平均人数を記載しております。

  ６．中期計画における人件費は、報酬又は給与、法定福利費並びに賞与引当金繰入又は退職給付引当金繰入であり、附属明細書に

  おける報酬又は給与は、役員報酬、給与及び手当並びに賞与引当金の目的使用であり、退職手当は、退職一時金に係る退職給付

  引当金の目的使用であります。

目的積立金取崩額
前中期目標期間繰越積立金

計

区 分 金 額

13,951,330              

13,951,330              

摘   要

欠損補填による

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘   要

資 本 金 政 府 出 資 金 2,860,000,000    -                  -                 2,860,000,000    
地 方 公 共 団 体 出 資 金 1,437,700,000    -                  -                 1,437,700,000    
民 間 出 資 金 1,523,200,000    -                  -                 1,523,200,000    

5,820,900,000    -                  -                 5,820,900,000    
資 本 剰 余 金 資 本 剰 余 金 -                -                  -                 -                

-                -                  -                 -                
損 益 外 減 価 償 却 累 計 額 -                -                  -                 -                

-                 -                
特 別 出 え ん 金 -                -                  -                 -                

-                -                  

-                -                  -                 -                

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

-                  -                 46,114,064       

計

通則法第44条第１項積立金

126,879,053      

46,114,064       

5,244 69               

-                  13,951,330        112,927,723      取崩しによる減少 13,951,330

13,951,330        172,993,117      -                  

（単位：円）

職 員
(242) (-)

21,916

区 分
支 給 額 支給人員 支 給 額

役 員
(-)

(242) (-)
27,161

差引計

計

-                

69

支給人員

(-)

政 府 交 付 金

159,041,787      

合 計

摘   要

  引当金の目的使用であります。

  ７．なお、損益計算書に基づく支出額（及び支給人員）は、報酬又は給与にあっては、役員4,872千円(９人)、職員19,857千円(21人)、

  及び非常勤職員243千円(２人)、退職手当にあっては、役員69千円（１人）であります。

11．上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細

(1) 現金及び預金
（単位：円）

普通預金 農林中央金庫他１行

(2) 前払費用
（単位：円）

事務室管理料等（平成25年４月分） コープビル管理会

通勤手当

(3) 未収収益
（単位：円）

全国漁業共済組合連合会

有価証券利息

譲渡性預金 三井住友信託銀行他２行

(4) 短期貸付金
（単位：円）

(5) その他の流動資産

（単位：円）

立替金（雇用保険料職員負担分） 東京労働基準局

3,598,351,000

区 分 金 額

23,741

合 計 20,339,647

3,598,351,000

合 計

82,704

合 計 82,704

区 分

合 計 31,027,942

110,818

金 額

区 分 金 額 摘    要

31,027,942

職員

区 分

全国漁業共済組合連合会

摘    要

摘    要

360,772

金 額

区 分 金 額 摘    要

貸付金利息

貸付金

摘    要

短期貸付金

合 計

20,315,906

471,590
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(6) 未払費用
（単位：円）

職員

農林水産関係法人健康保険組合他

事務諸費（平成25年３月分後納郵便料等） 郵便事業(株)他

12．開示すべきセグメント情報

当勘定は、単一セグメントによって事業を行っているため開示すべきセグメント情報はありません。

581,313

金 額区 分

合 計

摘    要

職員給与（平成25年３月分時間外勤務手当） 8,171

社会保険料負担金（平成25年３月分健康保険料等）

23,974

549,168
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